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１令和７年度

鳥栖市国民健康保険税率の改定について（諮問）
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国民健康保険事業費納付金は、県内の保険給付費（医療費）等の負担を市町で分かち合
う「割当金」です。県は、納付金総額を算定し、被保険者数、所得水準、医療費水準等か
ら市町毎に割り当てます。市町の納付金額は、以下のように決まります。

１．納付金の算定イメージ（1/2）

① 県が来年度の県全体（全市町）の給付費等を推計します。

② 県が来年度の県全体の公費（国から入る補助金等）を推計します。

③ ①と②の差額が納付金の総額となります。

④ 各市町の納付金の割当てが決まります。

２０市町の
保険給付費等

２０市町の公費
（県が収入として受け入れるもの）

支出 収入

①来年度の
給付費等を
推計 県で必要な納付金総額

②来年度の
公費を推計

③納付金の
総額を決定

④２０市町に
割当てるA市 B市 C町 鳥栖市

県 の 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

4



市町の納付金は、県で必要な納付金総額を市町毎の被保険者数等と所得水準により応能分、
応益分に按分した後、それぞれに医療費水準を反映することにより、市町毎の国保事業費
納付金の額を決定します。

１．納付金の算定イメージ（2/2）

応能分
100億円

応益分
100億円

B市
40％
40億円

B市
40％
40億円

A市
40％
40億円

C町
20％
20億円

C町
30％
30億円

A市
30％
30億円

B市
医療費水準

（平均以上）

45億円

B市
医療費水準

（平均以上）

45億円

A市
医療費水準

（平均以下）

35億円

C町
医療費水準
（平均）

20億円

C町
医療費水準
（平均）

30億円

A市
医療費水準

（平均以下）

25億円

県で必要な
納付金総額

応能分

応益分

県全体に占める
所得シェア

県全体に占める
被保険者数・世
帯数シェア

医療費水準 市町毎の
納付金

① ②

③

１

β=１

①応能分、応益分を所得水準
（β）：１に按分する

②応能分を所得シェア、
応益分を被保険者数・世帯数シェアで按分する

③医療費水準を反映し、
市町ごとの納付金を算定する
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県は、納付金の算定結果を市町に示す際に、あわせて「標準保険税率」を提示し
ます。市町の標準保険税率は、当該市町が納付金を納めるために必要な保険税率を
県が試算したものです。試算では、市町毎の経費を加算・減算し、収支均衡するた
めの必要な税率が設定されます。

２．標準保険税率の算定イメージ

納付金

保健事業費

公 費

保険税で
集める額

（支出） （収入）

応能割
賦課総額

応益割
賦課総額

県の所得水準に
応じた設定

１

①県の所得水準に応じた設定により、
応能割、応益割に按分

医療分・後期高齢者支援金分・介護分を個別に算定

保険給付費 県普通交付金

標
準
保
険
税
率
の
算
定
に

必
要
な
保
険
税
総
額

応能割分

所得割賦課総
額÷所得総額

応益割分

均等割及び平
等割賦課総額
÷被保険者数
及び世帯数

標準保険税率

②所得総額、被保険者数等で除して、
標準保険税率を算定
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３．本市の納付金
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＜納付金の主な増減＞
【基礎分】令和７年度の市町の保険給付費見込額が６８１億円と推計され、前年度比▲１９億円となり

本市納付金は約３千万円減少した。
一方で、被保険者数の減少により、一人当たり納付金は４，３５６円の増加となった。

【後期分】支援金（仕送り分）が、前年度比▲約３億円により、本市納付金は約２千万円減少した。
【介護分】納付金（仕送り分）が、前年度比▲約３億円により、本市納付金は約５百万円減少した。

これにより、一人当たり納付金も１，３５４円の減少となった。

基礎賦課分 後期高齢者支援金等分 介護納付金分

県全体
納付金

18,648,481 千円 5,026,513 千円 1,626,011 千円

(▲ 272,948千円) (▲ 199,219千円) (▲ 134,962千円)

鳥栖市
納付金

1,496,911 千円 400,249 千円 121,295 千円

(▲ 30,744千円) (▲ 19,276千円) (▲ 5,436千円)

一人当たり
納付金

134,869円 36,062円 35,508円

(4,356円) (221円) (▲ 1,354円)



４．本市の標準保険税率
〇標準保険税率

【参考】Ｒ７直ちに一本化した場合の税率

8

＜ポイント＞
・本市は、医療費水準や所得水準等が県平均より高いため、標準保険税率が一本化税率よりやや高く示される。
・そのため、標準保険税率＞一本化した場合の税率＞現行税率となっている。

所得割(％) 均等割(円) 平等割(円) 所得割(％) 均等割(円) 平等割(円) 所得割(％) 均等割(円) 平等割(円) 所得割(％) 均等割(円) 平等割(円)

① Ｒ７標準保険税率 9.96 32,646 35,316 3.04 10,091 10,917 2.54 12,397 6,400 15.54 55,134 52,633

② Ｒ６標準保険税率 10.09 31,779 34,854 3.15 10,249 11,004 2.59 12,887 6,786 15.83 54,915 52,644

③ Ｒ６現行税率 9.19 28,800 32,000 3.15 10,200 11,000 2.59 12,800 6,700 14.93 51,800 49,700

▲ 0.13 867 462 ▲ 0.11 ▲ 158 ▲ 87 ▲ 0.05 ▲ 490 ▲ 386 ▲ 0.29 219 ▲ 11

0.77 3,846 3,316 ▲ 0.11 ▲ 109 ▲ 83 ▲ 0.05 ▲ 403 ▲ 300 0.61 3,334 2,933

合　　計基礎賦課分 後期高齢者支援金分 介護納付金分

差　引（①－②）

差　引（①－③）

基礎賦課分 後期高齢者支援金分 介護納付金分 合 計

所得割
(％)

均等割
(円)

平等割
(円)

所得割
(％)

均等割
(円)

平等割
(円)

所得割
(％)

均等割
(円)

平等割
(円)

所得割
(％)

均等割
(円)

平等割
(円)

④ Ｒ７一本化税率 9.94 32,431 34,255 2.9 9,912 10,470 2.38 11,779 6,161 15.22 54,122 50,886

差 引（④－①） ▲ 0.02 ▲ 215 ▲ 1,061 ▲ 0.14 ▲ 179 ▲ 447 ▲ 0.16 ▲ 618 ▲ 239 ▲ 0.32 ▲ 1,012 ▲ 1,747

差 引（④－③） 0.75 3,631 2,255 ▲ 0.25 ▲ 288 ▲ 530 ▲ 0.21 ▲ 1,021 ▲ 539 0.29 2,322 1,186



１）県が示す標準保険税率を参考に算定する
・国民健康保険特別会計の収支均衡が図れるよう、原則、県が示す「標準保険税率」を参考に算定する。

２）税率一本化を見据えて調整する
・令和９年度「税率一本化」と令和１２年度「税率完全一本化」を見据えて税率の激変が生じないよう、
「一本化後の税率」に近づけるよう調整する。

・調整の対象は、基礎賦課分、後期高齢者支援金等分及び介護納付金分の全てとする。

３）基金を活用する
・被保険者の負担軽減等を図るため、基金を活用する。
・基金活用額は、健全な財政運営を考慮の上、基金残高の２分の１以内の金額とする。

５．国保税率の改定方針

令和７年度は、被保険者の税負担軽減を図るとともに、「一本化後の税率」に近づけられるよう、
基金７，０００万円を活用し、税率（基礎分・後期分・介護分）を改定する。
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６．令和７年度国保税率の改定案について
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基礎賦課分 後期高齢者支援金分 介護納付金分 合 計

所得割
(％)

均等割
(円)

平等割
(円)

所得割
(％)

均等割
(円)

平等割
(円)

所得割
(％)

均等割
(円)

平等割
(円)

所得割
(％)

均等割
(円)

平等割
(円)

① Ｒ７改定案 9.76 31,400 33,500 2.86 9,700 10,300 2.33 11,600 6,100 14.95 52,700 49,900

② Ｒ７標準保険税率 9.96 32,646 35,316 3.04 10,091 10,917 2.54 12,397 6,400 15.54 55,134 52,633

③ Ｒ７一本化税率 9.94 32,431 34,255 2.90 9,912 10,470 2.38 11,779 6,161 15.22 54,122 50,886

④ Ｒ６現行税率 9.19 28,800 32,000 3.15 10,200 11,000 2.59 12,800 6,700 14.93 51,800 49,700

差 引（①－②） ▲ 0.20 ▲ 1,246 ▲ 1,816 ▲ 0.18 ▲ 391 ▲ 617 ▲ 0.21 ▲ 797 ▲ 300 ▲ 0.59 ▲ 2,434 ▲ 2,733

差 引（①－③） ▲ 0.18 ▲ 1,031 ▲ 755 ▲ 0.04 ▲ 212 ▲ 170 ▲ 0.05 ▲ 179 ▲ 61 ▲ 0.27 ▲ 1,422 ▲ 986

差 引（①－④） 0.57 2,600 1,500 ▲ 0.29 ▲ 500 ▲ 700 ▲ 0.26 ▲ 1,200 ▲ 600 0.02 900 200



【参考】鳥栖市の国民健康保険税率の推移

※１ 平成30年度以降、県標準保険税率を参考に税率を改定。

※２ 令和2年度、令和4年度及び令和5年度は、基金から一部財源を投入し税率を抑制（医療分）し改定。

※３ 令和4年度から、均等割額及び平等割額は、100未満の端数を切捨てる。 11

所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割

（％） （円） （円） （％） （円） （円） （％） （円） （円） （％） （円） （円）

Ｈ２８ 9.8 24,000 36,000 2.8 7,000 9,000 2.9 10,000 6,000 15.50 41,000 51,000

Ｈ２９ 9.8 24,000 36,000 2.8 7,000 9,000 2.9 10,000 6,000 15.50 41,000 51,000

Ｈ３０ 10.62 26,046 39,507 2.74 7,585 9,793 2.30 9,184 5,152 15.66 42,815 54,452

Ｒ１ 10.36 25,438 38,440 2.93 8,126 10,452 2.09 8,175 4,917 15.38 41,739 53,809

Ｒ２ 10.24 26,141 37,778 2.81 7,809 9,606 2.40 9,869 6,047 15.45 43,819 53,431

Ｒ３ 9.66 23,874 34,829 2.83 7,763 9,640 2.53 10,309 6,076 15.02 41,946 50,545

Ｒ４ 8.79 22,800 31,500 2.68 7,600 9,400 2.40 10,300 6,100 13.87 40,700 47,000

Ｒ５ 8.79 24,800 29,900 2.79 8,800 9,700 2.35 10,600 6,100 13.93 44,200 45,700

Ｒ６ 9.19 28,800 32,000 3.15 10,200 11,000 2.59 12,800 6,700 14.93 51,800 49,700

R7（案） 9.76 31,400 33,500 2.86 9,700 10,300 2.33 11,600 6,100 14.95 52,700 49,900

年度

基礎賦課分 後期高齢者支援金等分 介護納付金分 合　計



現行税率と改定案の税額比較（モデル世帯）

①給与所得者（65歳未満）1人世帯 〔世帯主（40歳以上）のみ〕

②年金受給者（65歳以上）2人世帯 〔世帯主（65歳以上）＋ 配偶者(65歳以上）〕（配偶者は収入80万円）
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98万円 127万円 150万円 200万円 400万円 600万円 800万円 1,000万円

30,300 93,900 158,700 234,200 449,200 688,000 947,900 1,060,000

30,700 94,500 159,600 235,500 450,800 689,900 950,100 1,067,900

400 600 900 1,300 1,600 1,900 2,200 7,900

7割軽減 5割軽減 2割軽減

年　　　収

6年度保険税(a)

7年度保険税(b)

比較 (b) - (a)

190万円 258万円 301万円 354万円 400万円

36,200 67,000 144,300 246,000 327,000

37,700 69,200 148,700 253,400 336,600

1,500 2,200 4,400 7,400 9,600

5割軽減 2割軽減

比較 (b) - (a)

7年度保険税(ｂ)

6年度保険税(a）

年　　　収

7割軽減



２ 令和７年度鳥栖市国民健康保険

特別会計当初予算（案）について
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〇保険給付費

医療費のうち被保険者の自己負担分を除いた費用

療養給付費、療養費、出産育児一時金、葬祭費など

〇国民健康保険事業費納付金

医療費水準や所得水準等に応じて、県から市町に割り当てられる

納付金

〇保健事業費

特定健康診査・特定保健指導、はりきゅうの助成費など

令和７年度鳥栖市国民健康保険特別会計当初予算（案）について
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[歳出] ※予算は３月議会の議決を経て成立するものです。 （単位：百万円）

項目
令和７年度 令和６年度 対前年比

増減の主な理由
予 算 予 算 金額 比率

総務費 113.6 151.6 ▲38.0 ▲25.1%標準システム導入完了によるもの

保険給付費 5,305.2 5,317.8 ▲12.6 ▲0.2%保険給付費の減少見込みのため

国民健康保険事業費納付金 2,018.5 2,073.9 ▲55.5 ▲2.7%事業費納付金の減のため

保健事業費 93.3 90.7 2.6 2.9%

その他の支出 25.0 25.0 0.0 0.0%

合 計 7,555.7 7,659.2 ▲103.5 ▲1.4%

総務費

114百万円

1.5％

保険給付費

5,305百万円

69.4％

国民健康保険事業費納付金

2,018百万円

25.9％

保健事業費

93百万円

1.2％

その他の支出

25百万円

0.4％



令和７年度鳥栖市国民健康保険特別会計当初予算（案）について

〇国民健康保険税：被保険者が負担する保険税

〇県支出金

「普通交付金」保険給付に必要な費用が県から交付される

「特別交付金」市町の特別な事情による財政負担増や保険者の経営

努力、保健事業の取組み等に応じて交付されるもの。

〇繰入金

法定分：保険基盤安定繰入金、出産育児一時金、事務費 など

15

国民健康保険税

1,393百万円

18.8％

県支出金（普通交付金）

5,282百万円

69.1％

県支出金（特別交付金）

216百万円

2.5％

繰入金

653百万円

9.2％

その他の収入

11百万円

0%

[歳入] ※予算は３月議会の議決を経て成立するものです。 （単位:百万円）

項目
令和７年度 令和６年度 対前年比

増減の主な理由
予 算 予 算 金額 伸び率

国民健康保険税 1,392.6 1,428.2 ▲35.5 ▲2.5%税率改定に伴うもの

県支出金（普通交付金） 5,281.8 5,294.3 ▲12.5 ▲0.2%保険給付費の減に伴うもの

県支出金（特別交付金） 216.5 259.0 ▲42.6 ▲16.4%特別交付金の減（システム導入経費等）

繰入金 653.3 667.8 ▲14.5 ▲2.2%システム改修費の減

繰越金 0.0 0.0 0.0 0.0%

その他の収入 11.5 9.9 1.6 16.2%

合 計 7,555.7 7,659.2 ▲103.5 ▲1.4%



３ その他

⑴ 賦課限度額の見直しについて

⑵国民健康保険税の軽減措置の見直しについて

⑶マイナ保険証について
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（１） 賦課限度額の見直しについて（1/2）

〇賦課限度額については、受益と負担の関係で被保険者の納付意欲に与える影響などを考慮し、国保税の
負担額には一定の上限が設けられている。

〇高齢化等により医療給付費等が増加する中で、国保被保険者の所得が十分伸びない状況において、保険
税負担上限を引き上げずに、国保税率の引き上げで必要な収入を賄おうとすれば、高所得者の負担は変わ
らず中間所得者層の負担が重たくなる。

●今回、地方税法施行令の改正により、賦課限度額を引き上げ、高所得者層にも応分の負担を求めること
で、負担感が重い中間所得者層の負担上昇をできる限り緩和しようとするもの。

施行予定日：令和７年４月１日

※国は、国保税の限度額の超過世帯割合を1.5％に近づ
けるように段階的に限度額を引き上げる運用上のルール
を設けている。この1.5％は、被用者保険との公平を図
る観点から、被用者保険で標準報酬月額の最高等級に該
当する被用者割合が0.5から1.5％になるよう法定化され
ているルールのうち、「1.5％」の水準を援用している。
今回、基礎分・後期分が該当し、３万円引き上げる。

現 行 改正後 差 額

基礎賦課分 65万円 66万円  1万円増

後期高齢者支援分 24万円 26万円  2万円増

介護納付金分 17万円 17万円 据置き

合 計 106万円 109万円 3万円増
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（１） 賦課限度額の見直しについて（2/2）

賦課限度額の引き上げイメージ図

【引上げ前】
所得

【引上げ後】

0.98% 1.56%

引上げ後 1.69% 1.82% 0.98% 1.50%

2.09%

７割軽減
5割軽減

2割軽減
引上げ前 1.73%

応益分
（均等割・平等割）

◎限度額超過世帯の割合（令和7年度推計）

基礎分 後期分 介護分 合計

応能分
（所得割）

引上げ前 65万円 24万円 17万円 106万円

引上げ後 66万円 26万円 17万円 109万円

保
険
税

◎国保税賦課限度額の見直し

基礎分 後期分 介護分 合計

上限額（引上げ後） １０９万円

上限額（引上げ前） １０６万円

上限額を引き上げなかった場合、

中間所得層の負担増になる。

それを防ぐため、上限額を引き上げる



（２）国民健康保険税の軽減措置の見直しについて

〇国保税では、低所得者の軽減措置として、所得（総所得金額等）に応じて応益分（均等割、平等割）を
7割、5割、2割軽減する仕組みがある。

〇このうち、5割軽減と2割軽減の基準額は物価上昇（所得水準の全体的な上昇）の影響で軽減を受けてい
る世帯の範囲が相対的に縮小しないよう、経済的動向等を踏まえて見直す慣例があり、見直し幅は国が消
費者物価などを総合的に勘案して決めることになっている。

●今回、消費者物価の上昇を踏まえ、次のとおり改正される見込み。施行日：令和7年4月1日

７割軽減 基礎控除額４３万円＋（給与所得者等の数-1）×１０万円　以下 　同　左

現　　　行 改　正　後

基礎控除額４３万円＋（給与所得者等の数-1）×１０万円

　　　　　　　　　　　　　＋２９．５万円×被保険者数　以下

基礎控除額４３万円＋（給与所得者等の数-1）×１０万円

　　　　　　　　　　　　　＋３０．５万円×被保険者数　以下

基礎控除額４３万円＋（給与所得者等の数-1）×１０万円

　　　　　　　　　　　　　＋５４．５万円×被保険者数　以下

基礎控除額４３万円＋（給与所得者等の数-1）×１０万円

　　　　　　　　　　　　　　　＋５６万円×被保険者数　以下

５割軽減

２割軽減

19
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（３） マイナ保険証について

国資料
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（３） マイナ保険証について
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（３） マイナ保険証について

マ
イ
ナ
保
険
証
を

持
っ
て
い
る
方

マ
イ
ナ
保
険
証
を

持
っ
て
い
な
い
方

保険証
（最長で令和７年７月３１日まで使用可能）

マイナ保険証

保険証
（最長で令和７年７月３１日まで使用可能）

資格確認書

（新規加入者・氏名や住所変更の
方など）

資格確認書

（保険証・資格確認書の有効期限
が切れる前に、一斉送付）

保険証の有効期限が切れる
前に、資格情報のお知らせを
一斉送付

令和６年８月１日
（保険証更新）

令和７年７月３１日
令和６年１２月２日

（保険証新規発行終了）
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（３） マイナ保険証について
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